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科学技術・学術審議会産業連携・地域支援部会に置く委員会について 

 

平成２７年４月１７日 

科学技術・学術審議会 

産業連携・地域支援部会 

 

 

  科学技術・学術審議会産業連携・地域支援部会運営規則第２条の規定に基

づき、科学技術・学術審議会産業連携・地域支援部会に以下の委員会を置く。 

 

 

名 称 調査検討事項 

地域科学技術イノ

ベーション推進委

員会 

地域イノベーション・エコシステム（異なるプレーヤーが

生態系システムのように相互に関与してイノベーション創

出を加速するシステム）の創出・実現に向けた現状と課題の

把握とともに、その解決策及び取り組むべき方向性・戦略に

ついて検討を行う。 

競争力強化に向け

た大学知的資産マ

ネジメント検討委

員会 

大学が、学長のリーダーシップの下、外部機関との連携を

含めて、研究経営資源（研究開発投資の財源、知的財産等の

資産、研究人材等）を効果的に活用していくための戦略の在

り方について検討を行う。 

大学等における産

学官連携リスクマ

ネジメント検討委

員会 

大学自身が、産学官連携を推進する上で生じ得るリスク要

因のマネジメントを研究経営上の重要な課題として捉え、適

切に対応するための方策等について検討を行う。 

 
 

  

（参考資料１） 



2 

科学技術・学術審議会 産業連携・地域支援部会 

大学等における産学官連携リスクマネジメント検討委員会 

委員名簿 

 

 

 

（臨時委員） 

◎渡部俊也   東京大学政策ビジョン研究センター教授 

○馬場章夫   大阪大学特任教授 

 

 

（専門委員） 

足立和成    山形大学大学院理工学研究科教授 

飯田香緒里   東京医科歯科大学研究産学連携推進機構教授、産学連携研

究センター長 

伊藤伸     東京農工大学大学院工学府教授 

伊藤正実    群馬大学産学連携・共同研究イノベーションセンター教授 

苛原稔     徳島大学医学部長 

植木俊哉    東北大学理事 

江戸川泰路   新日本有限責任監査法人パートナー 

新谷由紀子   筑波大学利益相反・輸出管理マネジメント室准教授 

田仲信夫    一般財団法人安全保障貿易情報センター理事、総務企画 

部長 

西尾好司    株式会社富士通総研経済研究所主任研究員 

野口義文    立命館大学研究部事務部長、産学官連携戦略本部副本部長 

芳賀信彦    東京大学大学院医学系研究科教授 

林いづみ    桜坂法律事務所弁護士 

平井昭光    レックスウェル法律特許事務所長、弁護士、弁理士 

三尾美枝子   キューブＭ総合法律事務所弁護士 

峯木英治    株式会社ブリヂストン知的財産本部フェロー（本部長） 

 

 

 ◎：主査、○：主査代理 

（五十音順、敬称略） 

 

  

（参考資料２） 
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関係条文等 

 

 

知的財産基本法（平成 14 年法律第 122 号） －抄－ 

 

（目的） 

第一条  この法律は、内外の社会経済情勢の変化に伴い、我が国産業の国際競争力の強

化を図ることの必要性が増大している状況にかんがみ、新たな知的財産の創造及び

その効果的な活用による付加価値の創出を基軸とする活力ある経済社会を実現する

ため、知的財産の創造、保護及び活用に関し、基本理念及びその実現を図るために

基本となる事項を定め、国、地方公共団体、大学等及び事業者の責務を明らかにし、

並びに知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画の作成について定めるとと

もに、知的財産戦略本部を設置することにより、知的財産の創造、保護及び活用に

関する施策を集中的かつ計画的に推進することを目的とする。 

 

 （大学等の責務等） 

第七条 大学等は、その活動が社会全体における知的財産の創造に資するものであるこ

とにかんがみ、人材の育成並びに研究及びその成果の普及に自主的かつ積極的に努

めるものとする。 

２ 大学等は、研究者及び技術者の職務及び職場環境がその重要性にふさわしい魅力あ

るものとなるよう、研究者及び技術者の適切な処遇の確保並びに研究施設の整備及

び充実に努めるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、知的財産の創造、保護及び活用に関する施策であって、大

学及び高等専門学校並びに大学共同利用機関に係るものを策定し、並びにこれを実

施するに当たっては、研究者の自主性の尊重その他大学及び高等専門学校並びに大

学共同利用機関における研究の特性に配慮しなければならない。 

 

 （事業者の責務） 

第八条 事業者は、我が国産業の発展において知的財産が果たす役割の重要性にかんが

み、基本理念にのっとり、活力ある事業活動を通じた生産性の向上、事業基盤の強

化等を図ることができるよう、当該事業者若しくは他の事業者が創造した知的財産

又は大学等で創造された知的財産の積極的な活用を図るとともに、当該事業者が有

する知的財産の適切な管理に努めるものとする。 

２ 事業者は、発明者その他の創造的活動を行う者の職務がその重要性にふさわしい魅

力あるものとなるよう、発明者その他の創造的活動を行う者の適切な処遇の確保に

努めるものとする。 

 

（連携の強化） 

第九条 国は、国、地方公共団体、大学等及び事業者が相互に連携を図りながら協力す

ることにより、知的財産の創造、保護及び活用の効果的な実施が図られることにか

んがみ、これらの者の間の連携の強化に必要な施策を講ずるものとする。 

（参考資料３） 
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（研究開発の推進） 

第十二条 国は、大学等における付加価値の高い知的財産の創造が我が国の経済社会の

持続的な発展の源泉であることにかんがみ、科学技術基本法（平成七年法律第百三

十号）第二条に規定する科学技術の振興に関する方針に配慮しつつ、創造力の豊か

な研究者の確保及び養成、研究施設等の整備並びに研究開発に係る資金の効果的な

使用その他研究開発の推進に必要な施策を講ずるものとする。 

 

（研究成果の移転の促進等） 

第十三条 国は、大学等における研究成果が新たな事業分野の開拓及び産業の技術の向

上等に有用であることにかんがみ、大学等において当該研究成果の適切な管理及び

事業者への円滑な移転が行われるよう、大学等における知的財産に関する専門的知

識を有する人材を活用した体制の整備、知的財産権に係る設定の登録その他の手続

の改善、市場等に関する調査研究及び情報提供その他必要な施策を講ずるものとす

る。 

 

 

特許法（昭和三十四年四月十三日法律第百二十一号）－抄－ 

 

（目的）  

第一条  この法律は、発明の保護及び利用を図ることにより、発明を奨励し、もつて

産業の発達に寄与することを目的とする。  

 

（特許の要件）  

第二十九条  産業上利用することができる発明をした者は、次に掲げる発明を除き、

その発明について特許を受けることができる。  

一 ～ 三 （略） 

２ （略）  

 

（特許を受ける権利）  

第三十三条  特許を受ける権利は、移転することができる。  

２ （略）  

３  特許を受ける権利が共有に係るときは、各共有者は、他の共有者の同意を得なけ

れば、その持分を譲渡することができない。  

４  特許を受ける権利が共有に係るときは、各共有者は、他の共有者の同意を得なけ

れば、その特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、仮専用実施権

を設定し、又は他人に仮通常実施権を許諾することができない。 

 

第三十四条  特許出願前における特許を受ける権利の承継は、その承継人が特許出願

をしなければ、第三者に対抗することができない。 

２ ～ ７ （略） 
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（職務発明） 

第三十五条 使用者、法人、国又は地方公共団体（以下「使用者等」という。）は、従

業者、法人の役員、国家公務員又は地方公務員（以下「従業者等」という。）がその

性質上当該使用者等の業務範囲に属し、かつ、その発明をするに至つた行為がその

使用者等における従業者等の現在又は過去の職務に属する発明（以下「職務発明」

という。）について特許を受けたとき、又は職務発明について特許を受ける権利を承

継した者がその発明について特許を受けたときは、その特許権について通常実施権

を有する。 

２ 従業者等がした発明については、その発明が職務発明である場合を除き、あらかじ

め、使用者等に特許を受ける権利を取得させ、使用者等に特許権を承継させ、又は

使用者等のため仮専用実施権若しくは専用実施権を設定することを定めた契約、勤

務規則その他の定めの条項は、無効とする。 

３ 従業者等がした職務発明については、契約、勤務規則その他の定めにおいてあらか

じめ使用者等に特許を受ける権利を取得させることを定めたときは、その特許を受

ける権利は、その発生した時から当該使用者等に帰属する。 

４ 従業者等は、契約、勤務規則その他の定めにより職務発明について使用者等に特許

を受ける権利を取得させ、使用者等に特許権を承継させ、若しくは使用者等のため

専用実施権を設定したとき、又は契約、勤務規則その他の定めにより職務発明につ

いて使用者等のため仮専用実施権を設定した場合において、第三十四条の二第二項

の規定により専用実施権が設定されたものとみなされたときは、相当の金銭その他

の経済上の利益（次項及び第七項において「相当の利益」という。）を受ける権利を

有する。 

５ 契約、勤務規則その他の定めにおいて相当の利益について定める場合には、相当の

利益の内容を決定するための基準の策定に際して使用者等と従業者等との間で行わ

れる協議の状況、策定された当該基準の開示の状況、相当の利益の内容の決定につ

いて行われる従業者等からの意見の聴取の状況等を考慮して、その定めたところに

より相当の利益を与えることが不合理であると認められるものであつてはならない。 

６ 経済産業大臣は、発明を奨励するため、産業構造審議会の意見を聴いて、前項の規

定により考慮すべき状況等に関する事項について指針を定め、これを公表するもの

とする。 

７ 相当の利益についての定めがない場合又はその定めたところにより相当の利益を

与えることが第五項の規定により不合理であると認められる場合には、第四項の規

定により受けるべき相当の利益の内容は、 その発明により使用者等が受けるべき利

益の額、その発明に関連して使用者等が行う負担、貢献及び従業者等の処遇その他

の事情を考慮して定めなければならない。 
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実用新案法（昭和三十四年四月十三日法律第百二十三号） －抄－ 

 

（目的）  

第一条  この法律は、物品の形状、構造又は組合せに係る考案の保護及び利用を図る

ことにより、その考案を奨励し、もつて産業の発達に寄与することを目的とする。  

 

（実用新案登録の要件）  

第三条  産業上利用することができる考案であつて物品の形状、構造又は組合せに係

るものをした者は、次に掲げる考案を除き、その考案について実用新案登録を受け

ることができる。  

一 ～ 三 （略）  

２  （略） 

 

（特許法 の準用）  

第十一条  （略）  

２  （略） 

３  特許法第三十五条 （仮専用実施権に係る部分を除く。）（職務発明）の規定は、従

業者、法人の役員又は国家公務員若しくは地方公務員がした考案に準用する。  

 

 

意匠法（昭和三十四年四月十三日法律第百二十五号） －抄－ 

 

（目的） 

第一条  この法律は、意匠の保護及び利用を図ることにより、意匠の創作を奨励し、

もつて産業の発達に寄与することを目的とする。  

 

（意匠登録の要件） 

第三条  工業上利用することができる意匠の創作をした者は、次に掲げる意匠を除き、

その意匠について意匠登録を受けることができる。 

一 ～ 三  （略） 

２  （略） 

 

（特許法 の準用） 

第十五条  （略） 

２  （略） 

３  特許法第三十五条 （仮専用実施権に係る部分を除く。）（職務発明）の規定は、従

業者、法人の役員又は国家公務員若しくは地方公務員がした意匠の創作に準用する。 
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著作権法（昭和四十五年五月六日法律第四十八号） －抄－ 

 

（目的）  

第一条  この法律は、著作物並びに実演、レコード、放送及び有線放送に関し著作者

の権利及びこれに隣接する権利を定め、これらの文化的所産の公正な利用に留意し

つつ、著作者等の権利の保護を図り、もつて文化の発展に寄与することを目的とす

る。  

 

（保護を受ける著作物）  

第六条  著作物は、次の各号のいずれかに該当するものに限り、この法律による保護

を受ける。  

一  日本国民（わが国の法令に基づいて設立された法人及び国内に主たる事務所を

有する法人を含む。以下同じ。）の著作物  

二  最初に国内において発行された著作物（最初に国外において発行されたが、そ

の発行の日から三十日以内に国内において発行されたものを含む。）  

三  前二号に掲げるもののほか、条約によりわが国が保護の義務を負う著作物  

 

（職務上作成する著作物の著作者）  

第十五条  法人その他使用者（以下この条において「法人等」という。）の発意に基づ

きその法人等の業務に従事する者が職務上作成する著作物（プログラムの著作物を 

除く。）で、その法人等が自己の著作の名義の下に公表するものの著作者は、その作

成の時における契約、勤務規則その他に別段の定めがない限り、その法人等 とする。  

２  法人等の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成するプログラ

ムの著作物の著作者は、その作成の時における契約、勤務規則その他に別段の定め

がない限り、その法人等とする。 

 

 

半導体集積回路の回路配置に関する法律（昭和六十年五月三十一日法律第四十三号） 

－抄－ 

 

（目的） 

第一条  この法律は、半導体集積回路の回路配置の適正な利用の確保を図るための制

度を創設することにより、半導体集積回路の開発を促進し、もつて国民経済の健全

な発展に寄与することを目的とする。  

 

（回路配置利用権の設定の登録） 

第三条  回路配置の創作をした者又はその承継人（以下「創作者等」という。）は、そ

の回路配置について回路配置利用権の設定の登録（以下「設定登録」という。）を受

けることができる。この場合において、創作者等が二人以上あるときは、これらの

者が共同して設定登録を受けなければならない。  

２～３ （略） 
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（職務上の回路配置の創作） 

第五条  法人その他使用者の業務に従事する者が職務上創作をした回路配置について

は、その創作の時における契約、勤務規則その他に別段の定めがない限り、その法

人その他使用者を当該回路配置の創作をした者とする。 

 

 

種苗法（平成十年五月二十九日法律第八十三号） －抄－ 

 

（目的） 

第一条  この法律は、新品種の保護のための品種登録に関する制度、指定種苗の表示

に関する規制等について定めることにより、品種の育成の振興と種苗の流通の適正

化を図り、もって農林水産業の発展に寄与することを目的とする。  

 

（品種登録の要件） 

第三条  次に掲げる要件を備えた品種の育成（人為的変異又は自然的変異に係る特性

を固定し又は検定することをいう。以下同じ。）をした者又はその承継人（以下「育

成者」という。）は、その品種についての登録（以下「品種登録」という。）を受け

ることができる。 

一 ～ 三 （略） 

２ （略）  

 

（職務育成品種） 

第八条  従業者、法人の業務を執行する役員又は国若しくは地方公共団体の公務員（以

下「従業者等」という。）が育成をした品種については、その育成がその性質上使用

者、法人又は国若しくは地方公共団体（以下「使用者等」という。）の業務の範囲に

属し、かつ、その育成をするに至った行為が従業者等の職務に属する品種（以下「職

務育成品種」という。）である場合を除き、あらかじめ使用者等が品種登録出願をす

ること、従業者等がした品種登録出願の出願者の名義を使用者等に変更すること又

は従業者等が品種登録を受けた場合には使用者等に育成者権を承継させ若しくは使

用者等のため専用利用権を設定することを定めた契約、勤務規則その他の定めの条

項は、無効とする。 

２  従業者等は、契約、勤務規則その他の定めにより、職務育成品種について、使用

者等が品種登録出願をしたとき、従業者等がした品種登録出願の出願者の名義を使

用者等に変更したとき、又は従業者等が品種登録を受けた場合において使用者等に

育成者権を承継させ若しくは使用者等のため専用利用権を設定したときは、使用者

等に対し、その職務育成品種により使用者等が受けるべき利益の額及びその職務育

成品種の育成がされるについて使用者等が貢献した程度を考慮して定められる対価

の支払を請求することができる。 

３  使用者等又はその一般承継人は、従業者等又はその承継人が職務育成品種につい

て品種登録を受けたときは、その育成者権について通常利用権を有する。  
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労働基準法（昭和二十二年四月七日法律第四十九号） －抄－ 

 

（労働条件の原則）  

第一条  労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充たすべきも

のでなければならない。  

２  この法律で定める労働条件の基準は最低のものであるから、労働関係の当事者は、

この基準を理由として労働条件を低下させてはならないことはもとより、その向上

を図るように努めなければならない。  

 

（作成及び届出の義務）  

第八十九条  常時十人以上の労働者を使用する使用者は、次に掲げる事項について就

業規則を作成し、行政官庁に届け出なければならない。次に掲げる事項を変更した

場合においても、同様とする。  

一  始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を二組以上に分けて

交替に就業させる場合においては就業時転換に関する事項  

二  賃金（臨時の賃金等を除く。以下この号において同じ。）の決定、計算及び支

払の方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項  

三  退職に関する事項（解雇の事由を含む。）  

三の二  退職手当の定めをする場合においては、適用される労働者の範囲、退職手

当の決定、計算及び支払の方法並びに退職手当の支払の時期に関する事項  

四  臨時の賃金等（退職手当を除く。）及び最低賃金額の定めをする場合において

は、これに関する事項  

五  労働者に食費、作業用品その他の負担をさせる定めをする場合においては、こ

れに関する事項  

六  安全及び衛生に関する定めをする場合においては、これに関する事項  

七  職業訓練に関する定めをする場合においては、これに関する事項  

八  災害補償及び業務外の傷病扶助に関する定めをする場合においては、これに関

する事項  

九  表彰及び制裁の定めをする場合においては、その種類及び程度に関する事項  

十  前各号に掲げるもののほか、当該事業場の労働者のすべてに適用される定めを

する場合においては、これに関する事項  

 

（作成の手続）  

第九十条  使用者は、就業規則の作成又は変更について、当該事業場に、労働者の過

半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組

織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者の意見を聴かな

ければならない。  

２  使用者は、前条の規定により届出をなすについて、前項の意見を記した書面を添

付しなければならない。  
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（制裁規定の制限） 

第九十一条  就業規則で、労働者に対して減給の制裁を定める場合においては、その

減給は、一回の額が平均賃金の一日分の半額を超え、総額が一賃金支払期における

賃金の総額の十分の一を超えてはならない。 

 

（法令及び労働協約との関係）  

第九十二条  就業規則は、法令又は当該事業場について適用される労働協約に反して

はならない。  

２  行政官庁は、法令又は労働協約に牴触する就業規則の変更を命ずることができる。  

 

（労働契約との関係）  

第九十三条  労働契約と就業規則との関係については、労働契約法 （平成十九年法律

第百二十八号）第十二条 の定めるところによる。 

 

 

労働組合法（昭和二十四年六月一日法律第百七十四号） －抄－ 

 

（目的）  

第一条  この法律は、労働者が使用者との交渉において対等の立場に立つことを促進

することにより労働者の地位を向上させること、労働者がその労働条件について交

渉するために自ら代表者を選出することその他の団体行動を行うために自主的に労

働組合を組織し、団結することを擁護すること並びに使用者と労働者との関係 を規

制する労働協約を締結するための団体交渉をすること及びその手続を助成すること

を目的とする。  

２  （略） 

 

 

労働契約法（平成十九年十二月五日法律第百二十八号） －抄－ 

 

（目的）  

第一条  この法律は、労働者及び使用者の自主的な交渉の下で、労働契約が合意によ

り成立し、又は変更されるという合意の原則その他労働契約に関する基本的事項を 

定めることにより、合理的な労働条件の決定又は変更が円滑に行われるようにする

ことを通じて、労働者の保護を図りつつ、個別の労働関係の安定に資すること を目

的とする。  

 

（労働契約の成立）  

第六条  労働契約は、労働者が使用者に使用されて労働し、使用者がこれに対して賃

金を支払うことについて、労働者及び使用者が合意することによって成立する。  
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第七条  労働者及び使用者が労働契約を締結する場合において、使用者が合理的な労

働条件が定められている就業規則を労働者に周知させていた場合には、労働契約の 

内容は、その就業規則で定める労働条件によるものとする。ただし、労働契約にお

いて、労働者及び使用者が就業規則の内容と異なる労働条件を合意していた部 分に

ついては、第十二条に該当する場合を除き、この限りでない。  

 

（労働契約の内容の変更）  

第八条  労働者及び使用者は、その合意により、労働契約の内容である労働条件を変

更することができる。  

 

 

（就業規則による労働契約の内容の変更）  

第九条  使用者は、労働者と合意することなく、就業規則を変更することにより、労

働者の不利益に労働契約の内容である労働条件を変更することはできない。ただし、

次条の場合は、この限りでない。  

 

第十条  使用者が就業規則の変更により労働条件を変更する場合において、変更後の

就業規則を労働者に周知させ、かつ、就業規則の変更が、労働者の受ける不利益の 程

度、労働条件の変更の必要性、変更後の就業規則の内容の相当性、労働組合等との

交渉の状況その他の就業規則の変更に係る事情に照らして合理的なものであ ると

きは、労働契約の内容である労働条件は、当該変更後の就業規則に定めるところに

よるものとする。ただし、労働契約において、労働者及び使用者が就業規 則の変更

によっては変更されない労働条件として合意していた部分については、第十二条に

該当する場合を除き、この限りでない。  

 

（就業規則の変更に係る手続）  

第十一条  就業規則の変更の手続に関しては、労働基準法 （昭和二十二年法律第四十

九号）第八十九条 及び第九十条 の定めるところによる。  

 

（就業規則違反の労働契約）  

第十二条  就業規則で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、その部分

については、無効とする。この場合において、無効となった部分は、就業規則で定

める基準による。  

 

（法令及び労働協約と就業規則との関係）  

第十三条  就業規則が法令又は労働協約に反する場合には、当該反する部分について

は、第七条、第十条及び前条の規定は、当該法令又は労働協約の適用を受ける労働

者との間の労働契約については、適用しない。 
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教育基本法（平成十八年十二月二十二日法律第百二十号） －抄－ 

 

（教育の目的）  

第一条  教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として

必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。  

 

（大学）  

第七条  大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真

理を探究して新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、

社会の発展に寄与するものとする。  

２  大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊

重されなければならない。  

 

（教員）  

第九条  法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶えず研究と

修養に励み、その職責の遂行に努めなければならない。  

２  （略） 

 

 

学校教育法（昭和二十二年三月三十一日法律第二十六号） －抄－ 

 

第八十三条  大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学

芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。  

２  大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供

することにより、社会の発展に寄与するものとする。  

 

第九十二条  大学には学長、教授、准教授、助教、助手及び事務職員を置かなければ

ならない。ただし、教育研究上の組織編制として適切と認められる場合には、准教

授、助教又は助手を置かないことができる。  

２  大学には、前項のほか、副学長、学部長、講師、技術職員その他必要な職員を置

くことができる。  

３ ～ ５  （略）  

６  教授は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の特に優れた知識、能力

及び実績を有する者であつて、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事

する。  

７  准教授は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の優れた知識、能力及

び実績を有する者であつて、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事す

る。  

８  助教は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の知識及び能力を有する

者であつて、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。  
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９  助手は、その所属する組織における教育研究の円滑な実施に必要な業務に従事す

る。  

１０  講師は、教授又は准教授に準ずる職務に従事する。  

 

第九十九条  大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥をきわめ、又は

高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培い、文

化の進展に寄与することを目的とする。 

 

 

国立大学法人法（平成十五年七月十六日法律第百十二号） －抄－ 

 

（目的） 

第一条  この法律は、大学の教育研究に対する国民の要請にこたえるとともに、我が

国の高等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図るため、国立大学を設

置して教育研究を行う国立大学法人の組織及び運営並びに大学共同利用機関を設置

して大学の共同利用に供する大学共同利用機関法人の組織及び運営について定める

ことを目的とする。  

 

（業務の範囲等） 

第二十二条  国立大学法人は、次の業務を行う。 

一  国立大学を設置し、これを運営すること。 

二  学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行

うこと。 

三  当該国立大学法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実

施その他の当該国立大学法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

四  公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

五  当該国立大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

六  当該国立大学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であっ

て政令で定めるものを実施する者に対し、出資（次号に該当するものを除く。）を

行うこと。 

七  産業競争力強化法 （平成二十五年法律第九十八号）第二十二条 の規定による

出資並びに人的及び技術的援助を行うこと。 

八  前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

２ ～ ３  （略） 

 


